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※ 本資料は、ワーキンググループにおける議論のたたき台として、主査の指示の下、事務局にて論点となり得る事項を
幅広に列挙したものであり、今後、実際の議論状況等を踏まえ、記載内容や構成等が変更される可能性がある。



今後のWGにおける検討の進め方（案）
 資料WG16-1-1「デジタル空間における情報流通の健全性に関するWG検討課題（案）」に記載

の各課題について、第16回会合において、検討時間に限りがある中で優先順位をつけながら議論を
進めるべきとのご意見をいただいたところ、効率的に検討を進める観点から、全体を大きく

1. 情報流通の健全性を巡る課題一般

2. （その中でも特に）広告収入を基盤としたビジネスモデルに起因する課題

の２つに分類した上で、それぞれの課題への対応の在り方について、既存の法令等による対応が
可能な部分とそれ以外の部分の切り分けを意識しつつ、下記の順序で検討していくことについて、
どう考えるか。

No. 大分類 小分類

①

１．情報流通の健全性
を巡る課題一般への
対応の在り方

a. 災害発生時等における情報流通の健全性確保の在り方

② b. マルチステークホルダーによる連携・協力の在り方

③ c. 偽・誤情報に対するコンテンツモデレーション等の在り方

④ d. 情報伝送PFが与える情報流通の健全性への影響の軽減に向けた方策の在り方

⑤
２．広告収入を基盤と

したビジネスモデル
に起因する課題への
対応の在り方

a. 広告の質の確保を通じた情報流通の健全性確保の在り方

⑥ b. 質の高いメディアへの広告配信に資する取組を通じた情報流通の健全性確保の在り方

⑦ c. 情報伝送PFによる発信者への経済的インセンティブ付与や収益化抑止の在り方

⑧ d. 情報流通の健全性確保の観点から見たレコメンデーションやターゲティングの在り方
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デジタル空間における情報流通とデジタル広告エコシステムの全体像（イメージ）
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広告仲介PFが提供する運用型広告
を通じたメディアへの広告配信が情報
流通の健全性に与える影響への対応
の在り方等を検討



論点１：質の高いメディアへの広告配信の確保に向けた広告主による取組の促進方策

 広告仲介PFが提供する運用型広告を通じ、偽・誤情報をはじめ、違法なコンテンツや客観的に有害なコンテンツを
掲載するオンラインメディアにデジタル広告が配信され、広告主が支払う広告費が偽・誤情報の発信・拡散主体等
の収入源となる一方、質の高いコンテンツを発信するメディアの広告収入に影響が及んでいるとの指摘があるところ、
こうした影響の軽減等に向けた広告主企業やその経営陣による主体的な取組を促進するための方策として、どのよ
うなものが必要かつ適当か。
※偽・誤情報等の発信・拡散によって他人の権利又は法律上保護される利益が侵害された場合、当該偽・誤情報等の発信・拡散に間接的に寄与した

主体も共同不法行為責任（民法719条）等の責任を負う可能性があり、また、当該主体が会社その他の法人であれば、その役員等は当該法人に
対して任務懈怠責任（会社法423条等）等の責任を負う可能性がある。

• 例えば、マルチステークホルダーによる連携・協力の下、広告主企業やその経営陣に求められる取組※に関する
ガイドライン・ガイドブック等を策定・公表することなどが考えられるが、どうか。 ＜☞ 【参考１】【参考２】＞
※参考）日本アドバタイザーズ協会(JAA)（2024年3月15日・WG第7回会合(検討会第12回会合)）による「広告主が実施する対策」：

・ ブロックリスト（掲載したくない配信先をリストアップ）
・ セーフリスト（掲載したい配信先をリストアップ）
・ PMP（Private Marketplace＝媒体社(パブリッシャー)と広告主を限定したクローズな広告の取引市場）
・ アドベリフィケーションツールの導入
・ デジタル広告品質認証機構(JICDAQ)の認証を受けた事業者の利用 など

• 特に、政府や地方自治体が自らの施策の周知等の目的でデジタル広告を出稿し、広告主となる場合、
その広告費が公金から支出されること等も踏まえ、求められる取組について積極的に情報収集するとともに、
広告掲載品質の確保を適切に行っていることについて客観的な指標※により担保された広告仲介PFその他の
広告関連事業者と取引を行うなどのガバナンス体制を構築することなどが考えられるが、どうか。
※例えば、業界ガイドラインの遵守やそのことについての第三者機関による認証を受けていることなど
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論点２：質の高いメディアへの広告配信の確保に向けた広告仲介PFによる取組の促進方策

 広告主を中心とした取組に加え、運用型広告の提供を通じてメディア運営者（パブリッシャー）との接点を持つこと
になる広告仲介PFにおいても、偽・誤情報の発信・拡散主体等への広告費流入抑止と質の高いメディアへの広告
配信の確保に向けた対応を検討する必要がないか。

• 広告仲介PFの中には、既に、偽・誤情報等を掲載するメディアへの広告費の流入を抑止する観点から、例えば
広告配信先メディアの事前審査（以下「メディア審査」）や、
事後的に広告配信を停止する措置（以下「広告配信停止措置」）等
を自主的に実施しているものが存在するところ、質の高いメディアへの広告配信の確保に向けたこうした取組を
促進するための方策として、例えば次のような様々な方策があるが、どのような方策が必要かつ適当か。

<☞ 【参考３】【参考４】【参考５】＞

① メディア審査や広告配信停止措置に関する基準の策定・公表と運用状況の公開
・ 特に、偽・誤情報を掲載するウェブページや、広告費詐取を目的として作成されたウェブページ（MFA：Made For Advertisement）等の
取扱いを明記 ＜☞ 【参考６】＞

② 偽・誤情報等を掲載するメディアへの広告費流入抑止のためのメディア審査や広告配信停止措置の実施体制の整備及び透明化
・ 特に、日本語や日本の社会・文化・法令を理解する者の十分な配置及びその状況に関する情報の公開
・ AI等の自動的手段を利用する場合における当該手段に関する情報（実効性、エラー率等）の公開

③ メディア審査時におけるパブリッシャーの本人確認の実施
④ メディア審査を通じて、偽・誤情報等を掲載するメディアへの広告配信の拒否や広告配信停止措置を実施した場合に、

その旨、理由及び不服申立て方法をパブリッシャーに通知
⑤ 外部からの広告配信停止申請窓口を整備・公表
⑥ 上記⑤の窓口を通じて申請があった場合に、一定期間内に広告配信停止措置の実施の要否を判断し、

判断結果と不服申立て方法を申請者に通知
⑦ 一定の条件の下で行った広告配信停止措置によりパブリッシャーが被った損害について、広告仲介PFを免責

• 上記のような方策の実効性を制度的に担保する必要性について、どう考えるか。制度的な対応を行わない場合、
どのような対応があり得るか。
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【参考１】 デジタル広告に関する広告主の課題と対応策の例
（検討会第11回・第12回会合におけるJICDAQ・JAAプレゼン資料より）
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検討会における（公社）日本アドバタイザーズ協会（JAA）ご発表資料より①

6【出典】本WG第7回（検討会第12回）会合（2024年3月15日）配付資料12-1（JAAご発表資料）



検討会における（公社）日本アドバタイザーズ協会（JAA）ご発表資料より②

7【出典】本WG第7回（検討会第12回）会合（2024年3月15日）配付資料12-1（JAAご発表資料）



検討会における（公社）日本アドバタイザーズ協会（JAA）ご発表資料より③

8【出典】本WG第7回（検討会第12回）会合（2024年3月15日）配付資料12-1（JAAご発表資料）



検討会における（一社）デジタル広告品質認証機構（JICDAQ）ご発表資料より①

9【出典】本WG第6回（検討会第11回）会合（2024年3月5日）配付資料11-3（JICDAQご発表資料）



検討会における（一社）デジタル広告品質認証機構（JICDAQ）ご発表資料より②

10【出典】本WG第6回（検討会第11回）会合（2024年3月5日）配付資料11-3（JICDAQご発表資料）



検討会における（一社）デジタル広告品質認証機構（JICDAQ）ご発表資料より③

11【出典】本WG第6回（検討会第11回）会合（2024年3月5日）配付資料11-3（JICDAQご発表資料）



検討会における（一社）デジタル広告品質認証機構（JICDAQ）ご発表資料より④

12【出典】本WG第6回（検討会第11回）会合（2024年3月5日）配付資料11-3（JICDAQご発表資料）



検討会における（一社）デジタル広告品質認証機構（JICDAQ）ご発表資料より⑤

13【出典】本WG第6回（検討会第11回）会合（2024年3月5日）配付資料11-3（JICDAQご発表資料）



検討会における（一社）デジタル広告品質認証機構（JICDAQ）ご発表資料より⑥

14【出典】本WG第6回（検討会第11回）会合（2024年3月5日）配付資料11-3（JICDAQご発表資料）



検討会における（一社）デジタル広告品質認証機構（JICDAQ）ご発表資料より⑦

15【出典】本WG第6回（検討会第11回）会合（2024年3月5日）配付資料11-3（JICDAQご発表資料）



【参考２】 デジタル空間における情報流通に関係する企業やその経営陣
によるガバナンスの在り方について定めたガイドライン・ガイドブック等の例
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JIAA「ブランドセーフティガイドライン」
 2019年4月、（一社）日本インタラクティブ広告協会（JIAA）は、違法・不当なサイト等への広告費の流出を

防ぎ、広告主のブランドを守り安全性を確保するための標準的な原則を規定し、実施すべき具体的な対策を提示
した「広告掲載先の品質確保に関するガイドライン（ブランドセーフティガイドライン）」を制定・公表。

17【出典】JIAAウェブサイト（https://www.jiaa.org/katudo/gdl/brandsafe_gdl/）

https://www.jiaa.org/katudo/gdl/brandsafe_gdl/


JAA「デジタル広告の課題に対するアドバタイザー宣言」
 2019年11月、（公社）日本アドバタイザーズ協会（JAA）は、「アドフラウド」「ブランドセーフティ」「ビューアビリ

ティ」という3つの課題を含むデジタル広告に関する課題について、あるべき方向とそこに向けての基本的なアクション
を「宣言」としてまとめ、公表。

18
【出典】JAAウェブサイト
（https://www.jaa.or.jp/guideline/declaration/）

https://www.jaa.or.jp/guideline/declaration/


JAA「社会問題化するデジタルメディア上の詐欺広告に対する緊急提言」
 2024年5月、JAAは、「デジタル広告の課題に対するアドバタイザー宣言」の発信以降、デジタル広告の運用型広

告市場の拡大とともに新たな課題も発生しているという日本におけるデジタル広告の課題の状況、特に「有名人に
なりすました投資詐欺広告」が大きな社会問題となっていることを踏まえ、「プラットフォーマー」「テクノロジーパート
ナー」「メディア」「アドバタイザー」「エージェンシー」など、デジタル広告ビジネスのエコシステムを構成する関係者が果
たすべき対策と対応を提言。

19【出典】JAAウェブサイト（https://www.jaa.or.jp/information/20240517-912/）

 プラットフォーマー
 アドバタイザーが安心して広告を掲出するために、自社サイトのコンテンツや取り扱う広告、および広告掲載先のメディアの品質管理

に責任を果たすべき。
 多くの生活者が利用するプラットフォーマーは、その影響力に鑑み、日本国内で掲載する広告を含むコンテンツが、国内法や公序良

俗に反しないことを担保する必要があり、グローバル・日本国内それぞれにおいて品質をしっかりと担保する審査体制が必要。

 テクノロジーパートナー、メディア
 MFAのような広告費を無駄に消費するために作られたメディア群や、品質に問題のあるコンテンツが掲載されるメディア、アドフラウド・

ブランドセーフティに問題のあるメディアが存在しないよう注力すべき。

 アドバタイザー
 自社の広告が、どのメディアに掲出され、どこに費用が使われているか認識し、不適切なメディアへ資金が流れないように最大限の注

意を払う。安心・安全なメディアへの広告出稿を実施。
 広告費を払っているアドバタイザーが責任の主体となり、リスク管理をし、対策を講じなければならない。

 エージェンシー、パートナー企業
 アドバタイザーが意図せずリスクの高いメディアに広告を掲出することがないよう、必要な対策を提示すべき。
 アドバタイザーが求める品質を満たす、適切な広告サービスの提供を行うことが求められる。

https://www.jaa.or.jp/information/20240517-912/


経済産業省・IPA「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」
 経済産業省は、（独法）情報処理推進機構（IPA）とともに、大企業及び中小企業（小規模事業者を除く）

のうち、ITに関するシステムやサービス等を供給する企業及び経営戦略上ITの利活用が不可欠である企業の経営
者を対象に、経営者のリーダーシップの下で、サイバーセキュリティ対策を推進するため、「サイバーセキュリティ経営
ガイドライン」を策定。2023年3月までにVer 3.0まで改訂・公開。

 サイバー攻撃から企業を守る観点で、経営者が認識する必要のある「3原則」、及び経営者が情報セキュリティ対策
を実施する上での責任者となる担当幹部（CISO※等）に指示すべき「重要10項目」をまとめている。
※Chief Information Security Officer（最高情報セキュリティ責任者）
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【出典】経済産業省ウェブサイト
（https://www.meti.go.jp/policy/netsecurity/mng_guide.html）

 経営者が認識すべき３原則
1. 経営者は、サイバーセキュリティが自社のリスクマネジメントにおける重要

課題であることを認識し、自らのリーダーシップのもとで対策を進めることが
必要

2. サイバーセキュリティ確保に関する責務を全うするには、自社のみならず、
国内外の拠点、ビジネスパートナーや委託先等、サプライチェーン全体に
わたるサイバーセキュリティ対策への目配りが必要

3. 平時及び緊急時のいずれにおいても、効果的なサイバーセキュリティ対
策を実施するためには、関係者との積極的なコミュニケーションが必要

 サイバーセキュリティ経営の重要10項目
① サイバーセキュリティリスクの認識、組織全体での対応方針の策定
② サイバーセキュリティリスク管理体制の構築
③ サイバーセキュリティ対策のための資源（予算、人材等）確保
④ サイバーセキュリティリスクの把握とリスク対応に関する計画の策定
⑤ サイバーセキュリティリスクに効果的に対応する仕組みの構築

⑥ PDCAサイクルによるサイバーセキュリティ対策の継続的改善
⑦ インシデント発生時の緊急対応体制の整備
⑧ インシデントによる被害に備えた事業継続・復旧体制の整備
⑨ ビジネスパートナーや委託先等を含めたサプライチェーン全体の状況把握及び対策
⑩ サイバーセキュリティに関する情報の収集、共有及び開示の促進

https://www.meti.go.jp/policy/netsecurity/mng_guide.html


経済産業省・総務省「DX時代における企業のプライバシーガバナンスガイドブック」
 社会全体のデジタルトランスフォーメーション（DX）が進む中、イノベーションの創出による社会課題の解決とともに、

プライバシー保護への要請も高まっている。
 企業がプライバシーに関わる問題に能動的に取り組むことを、コストではなく、商品やサービスの品質向上のための

経営戦略として捉えることで、消費者からの信頼の獲得、ひいては企業価値向上につながると考えられる。
 こうした背景を踏まえ、経済産業省と総務省は、2020年8月、企業がプライバシーガバナンスの構築のために取り

組むべきことを取りまとめた「DX時代における企業のプライバシーガバナンスガイドブック」を策定。2023年4月まで
にver1.3まで改訂・公開。

21【出典】総務省ウェブサイト（https://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/kinkyu02_000513.html）

※ 「企業のプライバシーガバナンス」：
プライバシー問題の適切なリスク管
理と信頼の確保による企業価値の
向上に向けて、経営者が積極的に
プライバシー問題への取組にコミット
し、組織全体でプライバシー問題に
取り組むための体制を構築し、それ
を機能させること

https://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/kinkyu02_000513.html


【参考３】 広告仲介PFの利用規約等のうち
広告配信先メディアに関する禁止事項を定めたものの例

22



広
告
仲
介
PF

Google (AdSense)
「Googleパブリッシャー向けポリシー」

LINEヤフー (Yahoo!広告)
「広告配信ガイドライン」

禁
止
事
項
（
例
）

●違法なコンテンツ：違法なコンテンツ、違法行為を助長するコンテンツ、他者の法的権
利を侵害するコンテンツ
●不適切な表示に関連するコンテンツ：誤解を招く表現、信頼性がなく有害な文言、欺
瞞行為、操作されたメディア
－ 「誤解を招く表現」の例：

・パブリッシャー、コンテンツクリエイター、コンテンツの目的、あるいはコンテンツ自体につい
て、不適切な表示、虚偽表示、または適切な情報の隠蔽をしているコンテンツ
・特定の個人、組織、商品、サービスと提携関係にある、またはそれらの支持を受けてい
ると偽って示唆しているコンテンツ

－ 「信頼性がなく有害な文言」の例：
・明らかに真実ではない主張を行い、選挙と民主主義のプロセスへの参加を信頼を大
幅に阻害する可能性があるコンテンツ
・健康上有害な主張を喧伝するコンテンツ、または現在の重大な健康危機に関連し、
信頼できる科学的なコンセンサスと矛盾するコンテンツ
・気候変動に関連して信頼できる科学的なコンセンサスと矛盾するコンテンツ

－ 「欺瞞行為」の例：
・虚偽表示または不明瞭な表現でユーザーをコンテンツに誘導すること
・個人情報を盗んだり、ユーザーを騙して個人情報を提供させようとすること
・虚偽、不正、または誇大広告によってコンテンツ、商品、またはサービスを宣伝すること
・政治、社会問題、社会的関心事に関連するコンテンツを扱っている場合に、他のサイ
トやアカウントと連携して身元や自身に関する重要情報を隠匿または偽装すること
・自分の母国や自分自身に関する重要情報を偽装または隠匿し、自国以外の国の
ユーザーに政治や社会問題、社会的関心事に関するコンテンツを配信すること

－ 「操作されたメディア」の例：
・政治、社会問題、国民の関心事に関して、操作されたメディアを通じてユーザーを欺
いているコンテンツ

●自社コンテンツが乏しいサイト：サイト全体のコンテンツ量が少ないサイト、サイト
オリジナルのコンテンツが少ない、もしくはほぼないサイト、他のサイトのコンテンツをコ
ピーしただけのサイト
●アービトラージサイト等、第三者のサイトへのリンクや広告が多数掲載されてい
るサイト
●当社が提供していると誤認を与えるようなサイト
●その他、当社が不適切と判断したサイト
●以下のようなコンテンツを含むサイト、アプリケーション等
－ 法令に違反し、または、違反するおそれのあるもの
－ 社会規範、公序良俗に反するものや、他人の権利を侵害し、または他人の迷

惑となる以下のようなもの：
・誹謗中傷するもの、名誉を毀損するもの
・詐欺的なものまたはいわゆる悪質商法とみなされるもの
・非科学的または迷信に類するもので、利用者を惑わせたり、不安を与えるもの
・業界で定めるガイドラインなどに違反し、または違反するおそれのあるもの
・その他、当社が不適切と判断したもの など

違
反
措
置

（
例
）

・コンテンツに基づいた広告の表示のブロック
・アカウントの停止または閉鎖

・広告配信の停止
・契約の解除または解約

広告配信先メディアに関する禁止事項を定めた利用規約等の例
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【参考４】 EU・豪州・NZの各行動規範中の
デジタル広告の配信に関係する主な規律

24



25【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUの行動規範と広告関連事業者の関与①



26【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUの行動規範と広告関連事業者の関与②



27【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUの行動規範と広告関連事業者の関与③



28【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU行動規範中のデジタル広告の配信に関係するコミットメント①



29【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU行動規範中のデジタル広告の配信に関係するコミットメント②



【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

豪州行動規範の署名事業者・団体
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31【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

豪州行動規範中のデジタル広告関係の指導原則①



32【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

豪州行動規範中のデジタル広告関係の指導原則②



33【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

豪州行動規範中のデジタル広告の配信に関係するコミットメント



【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

NZ行動規範の署名事業者・団体
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35【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

NZ行動規範中のデジタル広告の配信に関係するコミットメント①



36【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

NZ行動規範中のデジタル広告の配信に関係するコミットメント②



37【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU・豪州・NZの各行動規範の内容比較



【参考５】 国内におけるメディア審査に関する制度的対応の例
（特定DPF取引透明化法）
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特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律のポイント

【出典】経済産業省「デジタルプラットフォーム取引透明化法の概要」

資料１１ー１より抜粋
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デジタル広告分野の「特定デジタルプラットフォーム提供者」の指定①
 「特定デジタルプラットフォーム提供者」として、2021年4月には総合物販オンラインモール運営事業者3社、アプリスト

ア運営事業者2社が指定。
 2022年10月には、デジタル広告分野の「特定デジタルプラットフォーム提供者」として、Google LLC、Meta

Platforms, Inc.、ヤフー株式会社（現・LINEヤフー株式会社）の3社が指定。
 2023年の経済産業省による運営状況のレビュー（モニタリングレビュー）は、初めてデジタル広告分野も対象として

実施。2024年2月に評価の結果が公表。

【出典】「プラットフォームサービスに関する研究会」
第50回（2023年10月31日から同年11月2日
まで）メール審議結果（利用者情報の取扱いに
関するモニタリング結果）

資料１１ー１より抜粋
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デジタル広告分野の「特定デジタルプラットフォーム提供者」の指定②

【出典】「プラットフォームサービスに関する研究会」第50回（2023年10月31日から同年11月2日まで）メール審議結果（利用者情報の取扱いに関するモニタリング結果）

資料１１ー１より抜粋
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デジタル広告分野の「特定デジタルプラットフォーム提供者」による提供条件等の開示
 メディア一体型広告デジタルプラットフォームの運営事業者は、広告主（商品等提供利用者）に対し、取引拒絶

をする場合の根拠となる基準等を開示しなければならない一方、消費者（一般利用者）に対しては、商品等の
購入等に係るデータを取得・使用する場合における当該データの内容等を開示しなければならない。

 広告仲介型デジタルプラットフォームの運営事業者は、広告主（一般利用者）に対し、アドフラウド・ブランドセー
フティ・ビューアビリティに関する情報の取得方法・条件等を開示しなければならない一方、パブリッシャー（商品等
提供利用者）に対しては、取引拒絶をする場合の根拠となる基準等を開示しなければならない。

42

 メディア一体型広告デジタルプラットフォームの場合

【広告主（商品等提供利用者）に対して開示すべき事項】
 当該特定デジタルプラットフォームの提供を拒絶することがある

場合における拒絶するかどうかを判断するための基準
 特定デジタルプラットフォームにより提供される場における商品等

に係る情報の表示による広告主の信用又は名声の毀損を特
定デジタルプラットフォーム提供者が判断する場合における、当
該判断の結果その他当該広告主の信用又は名声の毀損に
関する情報を当該広告主が取得することの可否並びに取得
が可能な場合における当該情報の内容並びにその取得に関
する方法及び条件 など

【消費者（一般利用者）に対して開示すべき事項】
 当該特定デジタルプラットフォーム提供者が商品等購入データ

（一般利用者による商品等に係る情報の検索若しくは閲覧
又は商品等の購入に係るデータ）を取得し、又は使用する場
合における当該商品等購入データの内容及びその取得又は
使用に関する条件 など

 広告仲介型デジタルプラットフォームの場合

【広告主（一般利用者）に対して開示すべき事項】
 パブリッシャーの広告表示枠における広告の表示による広告主の

信用又は名声の毀損を特定デジタルプラットフォーム提供者が判
断する場合における、当該判断の結果その他当該広告主の信
用又は名声の毀損に関する情報を当該広告主が取得すること
の可否並びに取得が可能な場合における当該情報の内容並
びにその取得に関する方法及び条件 など

【パブリッシャー（商品等提供利用者）に対して開示すべき事項】
 当該特定デジタルプラットフォームの提供を拒絶することがある場

合における拒絶するかどうかを判断するための基準
 パブリッシャーの広告表示枠における広告の表示による当該パブ

リッシャーの信用又は名声の毀損を特定デジタルプラットフォーム
提供者が判断する場合における、当該判断の基準、判断の結
果その他当該パブリッシャーの信用又は名声の毀損に関する
情報を当該パブリッシャーが取得することの可否並びに取得が
可能な場合における当該情報の内容並びにその取得に関する
方法及び条件 など



【参考６】 米英を中心とした広告業界団体が挙げる
MFA（Made For Advertisement）サイトの特徴
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米英を中心とした広告業界団体が挙げるMFAサイトの特徴
 2023年9月、全米広告主協会（ANA）、全米広告代理店協会（4A’s）、世界広告主連盟（WFA）及び全

英広告主協会（ISBA）は、マーケティング担当者がMFA（Made For Advertisement）サイト※を容易に
識別できるようにする方法を示したプレスリリースを公開。※広告を掲載し、広告収益を獲得することのみを目的としたウェブサイト

 上記プレスリリースによると、MFAサイトは一般に、5つの特徴を何らかの組合せで示している。

44

MFAサイトが示す５つの特徴（4A’s プレスリリースより）
1. コンテンツに占める広告の割合が大きい

• 通常、少なくともインターネット平均の2倍、例えばデスクトップ
におけるコンテンツに占める広告の割合が30パーセント以上

2. 広告表示が高速で自動更新されている
• 多数の更新されるバナー広告
• サイトにあふれる自動再生動画広告
• 複数のページをクリックしないとコンテンツにアクセスできない

スライドショーに複数の広告が貼られているもの

【出典】4A’sプレスリリース “Leading Trade Groups Define “Made for Advertising” Websites”
（2023年9月26日）
https://www.aaaa.org/leading-trade-groups-define-made-for-advertising-websites/
／本WG第6回（検討会第11回）会合（2024年3月5日）配付資料11-2
（クオリティメディアコンソーシアムご発表資料）

3. 有料トラフィックソーシングのパーセンテージが高い
• MFAパブリッシャーは、しばしば、オーガニックオーディエンスを

ほとんど又は全く持たず、その代わりにソーシャルネットワーク
やコンテンツレコメンデーションプラットフォーム、さらには評判
の良いパブリッシャーのウェブサイト上ですら運営されている
クリックベイト広告からの流入に大きく依存

• 有料トラフィックの購入はMFAビジネスの運営における
主要なコストドライバーであり、有料トラフィックの獲得
コストを上回るため、MFAパブリッシャーはアグレッシブな
収益化行動やアービトラージに走る必要

4. ジェネリックなコンテンツ（編集されていない、又はテンプ
レート化された低質なコンテンツ）

• しばしば、多数のサイトに同時配信され、内容が古く、
独自性がない（受け売りの記事）

5. 通常、サイトデザインの質が低く、テンプレート化されている

https://www.aaaa.org/leading-trade-groups-define-made-for-advertising-websites/


【参考７】 検討会・WGにおけるこれまでの主なご意見等
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検討会・WGにおけるこれまでの主なご意見等（全体関係）

46

 信頼できる情報を発信するための経済的インセンティブ、つまりガバナンスをきちんとしながら生成した情報を提供している人たちに対して、経済的インセン
ティブとして、より大きな収益を与える取組、例えば、信頼性のあるコンテンツをつくり出しているところの広告枠は高めに設定されるなど、ブランドを生み出して
いく方向性が必要。つまり、信頼できるものを出している人には助成をつけてあげるというようなところなど何か制度設計できればいいのではないか。【検討会第2
回・水谷構成員】

 質の高い情報を提供しているところの広告収入を増やすというのは、仕組み的にはすごくアグリーするが、誰が信頼できる情報というふうに定義づけるか。政府
はありえないので、第三者機関があるが、第三者機関の決めたことに全広告マーケットが従うというのは極めて強力な状況なので、法的枠組みでもかな
り難しそうなので、なかなか実現しづらいのではないか。ただ、例えば、ヤフーニュースであれば、今ページビュー数以外の指標として、参考になった等のボタンが
3つあって、そういったものに応じて記事の掲載料を変えるということをやっている。そうは言っても、そういうボタンは結局センセーショナルで過激なほうが押されそう
な気がするので、もしかしたらあまり実効性がないかもしれないが、そういう試みが今始まっているところなので、より一層そういうふうにクオリティーに目を向ける、ク
オリティーがお金につながるような仕組みづくりというのを積極的に進めていくという方向性について非常に同意。【検討会第2回・山口構成員】

 広告収入が偽情報を流しているサイトとかに流れないような取組、これはEUもそういう要請をしているが、そういった取組を進めていくことが大事。例えば、
Googleは結構頑張って対策しても、現実的には60％以上残っているみたいなことが指摘されている中で、多分技術的な対抗は限界がある。そうすると、広
告収入には流れないようにするという対策だけでは多分駄目。【検討会第2回・山口構成員】

 メディア側も、メディアは広告を貼ることによってチャリンとお金が入る。とすると、もう無理やり消費者をクリックさせるとか、無理やり消費者を集める。なので、
フェイクニュースなどをつくって消費者を集めて、消費者を集めるメディアには広告が貼られやすいということで、メディアも、そういう悪質なメディアというのもこの中に
たくさん入ってくる。なので、この中では、本当はこの全体を含めたエコシステムの健全性というのがすごく重要。【検討会第12回／WG第7回・日本アドバタイ
ザーズ協会(JAA)】

 デジタル広告の仕組み。例えば、インプレッション稼ぎにより広告収入が利用者に分配される場合があること。デジタル広告の掲載により、広告費を不当に搾取
するサイトがあること。広告ブロックソフトを使うなどを知ることで、危ない広告ではないかというアンテナが働く可能性がある。悪質な事業者に利益がわたらず、
適切な広告を出している事業者が適切な収益を得るべきだと考える。【検討会第16回／WG第13回・増田構成員】
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 情報流通の健全化に際しては、アテンション・エコノミーとの関連でも、偽情報やそのほかの有害情報を発信する情報発信者の背景にある経済的インセン
ティブ（主として広告収入）にどのように対応していくかについても議論した方がよい。その場合、PF側によるデマネタイゼーション、デプラットフォームのみならず、
PFに広告を出稿する広告主・代理店の「ブランドセーフティ」を高める必要もある。【検討会第1回・水谷構成員 ※会合後の追加意見】

 広告ネットワークについては、健全な情報空間をつくっていく上で、広告主あるいは広告代理店事業者の役割も重要になってくるのではないか。現状、コンテン
ツはPV数やインプレッションなどの指標を基に評価される傾向があって、全てがそうだとは言わないが、そういう傾向がある。となると、それがアテンション・エコノミー
を加速させていることに当然なるわけであって、多角的な指標を導入していくとか、あるいは、プラ研におけるプレゼンでも申し上げたとおり、アドベリフィケー
ションというものを導入する、あるいは広告主と代理店間の対話的コミュニケーションも非常に重要になってくると思う。【検討会第6回・山本(龍)座長代
理】

 広告主は変な媒体に広告出されちゃ困るわけだが、それはそういう意味では我々と同じ利害関係にあるわけで、変な媒体、それは偽情報だが、変な媒体に
広告を出さないようにということで、御案内かもしれないが、自主規制で広告事業者、広告配信事業者等の認証をデジタル広告品質認証機構というとこ
ろがやっている。JICDAQというところで、そこで完全に認証なので、完全に自主規制ということだが、そういうところでやっており、そういうところのよくない媒体か
ら広告を除いていくということも、自主規制から共同規制ということももしかしたら考えられるかもしれないので、ちょっと情報共有をさせていただく。【WG第5
回・森構成員】

 広告主はそういうことを一切気にしないで広告を出している。又は、気にはしているが、把握する方法がすごく難しくて、先ほどのGDN等のGoogleの配信先とい
うのは数千あり、その配信先を行動ターゲティングで配信していくため、その配信先を把握しているという広告主は2割程度、7割は自分の広告が載ったメ
ディアを知らないと。これはマスメディアではあり得ないことだが、そういう状態が今のネット広告の品質管理。 【検討会第11回／WG第6回・クオリティメディアコ
ンソーシアム】

 現在のデジタル広告の世界は、どちらかというと左側のリーチ単価というようなものに随分偏った出稿形態。運用型広告だと単にリーチ単価を下げていくという
量的な側面に走りがちになってしまっていて、どんな面に出ていたんだろうかとか、そもそもどんなクリエーティブが本当はいいんだろうかとか、受容性を高めるタイミン
グがどうなんだろうかという右側の質的な部分が、デジタル広告を出すという行為のなかで大分置き去りにされているのではないか。【検討会第11回／WG第
6回・デジタル広告品質認証機構(JICDAQ)】

 あれこれ課題を述べたが、デジタル広告を決して否定するとか使わないほうがいいということを私は申し上げているつもりはない。利点も多いし、活用すべきと考え
ているが、マス広告との扱い方法の違いを認識しないなかでの活用が多いことが問題と思う。この問題解決のためには、広告業界の関係者、広告主や広
告会社、媒体社、それからプラットフォーム、仲介業者など、みなの協力が必要だと考える。特に、広告主のトップを中心とした正しい認識の獲得が必要だと
思う。 【検討会第11回／WG第6回・デジタル広告品質認証機構(JICDAQ)】

 官庁・ 自治体でもデジタル広告を使うということが増えてくれば、同じ構図のもと、同様の課題に直面することになってくると思うので、必要な知見を持って
いただくように、このような検討会を通じて総務省さんも含めて認識を持っていただければいいかなと思っている。【検討会第11回／WG第6回・デジタル広告
品質認証機構(JICDAQ)】
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 私は、言い方はともかく、デマネタイゼーションということもそういうことかもしれないし、また、長い間枠から人へということは言われていたけれども、枠はどうでもいいん
だと、人が肝腎だと言われてきたけれども、やはりここに来て、人よりもむしろ枠、どんなメディアかということを考えようということになってきたし、何とか広告主を誘導
する、広告をいいメディアに誘導するということが、健全性、サイバー空間の健全性の確保に最も直接的な効果のある方法ではないかと思うので、引き続
き、JICDAQのお取組をお願いし、私も可能な範囲でお手伝いしていきたい。【検討会第11回／WG第6回・森構成員】

 広告主は、なら、何のためにデジタル広告をするのかというところが問題になるが、デジタル広告をすることによって、より広い人に広告を見せたい、インプレッション
を多くしたいというふうにすると、そのメディアのクオリティとかを意識せず、取りあえず広く広告を見せるということに意識をしがちな広告主もまだまだたくさんい
るというのが現状。その結果、全体の中で、やはり質の悪い広告や質の悪いコンテンツが消費者に届くと、消費者がだまされるとか、消費者の考え方に影響を及
ぼすということになってくる。 【検討会第12回／WG第7回・日本アドバタイザーズ協会(JAA)】

 一番のリソースをかけているのが広告主、広告主の広告費がそういうふうに民主主義を破壊する、もしくは、消費者に対してよろしくない方向で使われている
というのを、広告主が知らない、対策できていないというのは、本当に恥ずべきことだと私自身も思っている。【検討会第12回／WG第7回・日本アドバタイ
ザーズ協会(JAA)】

 例えば、技術的には、広告主の広告をトレースできるようにする方法も技術的にはあるのではないかと思った。例えば、電子透かしみたいな方法を使って、
広告主の広告はどこに出ているのかというのを後から検知する方法があるのと、場合によっては、さらにアドフラウドも技術的に検知することで、どのメディアにどうい
う割合でアドフラウドが出ました、そして、広告主の広告はこういうところに出ていますといった、そういった情報を広告主にフィードバックをかけることで、広告
主が主体的に、このプラットフォーマーを含め、どこに商材を出すのかというリストの更新も含めてすることができるのではないか。【検討会第12回／WG第
7回・越前構成員】

 広告主側の代理店の役割について。現場が分からないので推測なんですが、結構広告主の中には、いろんな広告のこと、広告ポートフォリオみたいなことを代
理店に任せている事業者さんって結構多いんじゃないかと思う。もしそうだとすると、やっぱり代理店側の動機というか、インセンティブというか、代理店側に、広告
主に対して、ちゃんとしたメディアに広告を掲載しないと、ブランドも落ちるし、世の中的にも悪いことがいろいろ起こるんですよというふうに言っていただかな
いと困るんじゃないかと思う。【検討会第12回／WG第7回・森構成員】

 各事業者による具体策として、広告主、広告会社、仲介するプラットフォーム事業者、それから媒体社といった広告取引に関わる全ての関係者が、正しい課
題認識の下、それぞれの立場で具体的な対応策を実行することが必要。広告主を含めて、各事業者が取引先に対して、自社のポリシーやサービスの機能、
あるいは要求事項などの説明を行って、お互いに理解した上で取引をすることが最も有効な解決策の一つ。【検討会第13回／WG第9回・日本インタラク
ティブ広告協会(JIAA)】

 産業界全般についても、デジタル広告主として経営層の意識改革であったりとか、自らの会社に関する偽誤情報がいつ拡散されるか、どの会社が巻き込まれ
るリスクがあるのかについては、どの会社にとってもリスクが高まってきているとも思われる。こういった点も踏まえて、経団連だとか、主要な経済団体との連携協力
を進めていくことも重要ではないかと考えている。最終的には、企業のブランドの維持であったり、安定的な事業運営にも資する取組になるのではないか。
【検討会第17回／WG第15回・落合構成員】
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 今、この検討会との関わりでも、やはりアテンション・エコノミーというところに１つは着目して、それをいろんな意味でブーストさせてしまう装置としてのデジタル広告
といったようなものへの関心が高まっているといった中で、まさに広告といったようなものがまさにヨーロッパのディスインフォメーション対策の中でどう位置づけら
れていて、コードオブコンダクト、業界としてもどんな努力をされているのか。こういうこともまさにDSA全体との関わりの中でも見ていけるとよいのかなと思った。
【WG第5回・生貝構成員】

 偽情報対策のコードオブプラクティスの中でも、デマネタイゼーション、偽情報に対する経済的・金銭的インセンティブをつけないようにするというようなこと
が重要視されていて、コードオブプラクティスの署名者の中にも、広告業界が含まれている。これは、2018年のコードに対するある種の反省的側面もあった
のだと思うが、そういう動きがEUでも出ている。【WG第5回・水谷構成員】

 実際に広告を配信して広告配信手数料を取って、それでもうけているのがプラットフォームだから、ここを共同でやらなきゃいけないということは当然だが、
やはり情報基盤メディアとしての責任というのは逃れられないんじゃないのかなと、豊富な収益があるわけですから、ここにコスト集中すべきじゃないのか。 【検
討会第11回／WG第6回・クオリティメディアコンソーシアム】

 先ほども申し上げたように、ネット広告の配信エコシステムというのは、デジタルプラットフォーム自体の収益を最大化するエコシステム。ゆえに、そこで手数料
をもうけているのであれば、やはりそこにコストをかけた責任管理が前提にあるんじゃないか。前提として、情報流通の社会基盤としてのメディア責任意識という
のがデジタルプラットフォーム側に、より強化する必要があるんじゃないかという事を現場から見て感じる。【検討会第11回／WG第6回・クオリティメディアコン
ソーシアム】

 広告の今の収益システムがクリックに対して課金されるというエコシステムで、ユーザーが広告を見るだけでは広告費は殆ど発生しない。そうすると、たくさん
のサイトに広告をばらまいて、クリックされたときに広告料を払えばいいという。その中にばらまく中にフェイクサイトも入ってしまっている。海賊版サイトも入ってし
まっている。それをプラットフォームがコントロールし切れてない。プラットフォームというか、配信アドネットワークがコントロールし切れてないという現状。これはよく
業界では「焼き畑広告」と呼ぶ。クリックを生む畑を焼いて、次の畑に行くという意味だが、いわゆるネット広告の基本的なクリック中心の構造というのが、フェ
イクに対して一部の資金提供をし、その生き残りみたいなものを助けちゃっている部分もあるのかなと。 【検討会第11回／WG第6回・クオリティメディアコン
ソーシアム】
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 質の悪いメディアが増えると、広告主と消費者の不満が高まる。質の悪いメディアが、つまりは、先ほども話したように、取りあえず消費者に無理やりクリックさ
せるとか、そして、違法なコンテンツを流出させるとか、ブランドセーフティという言葉になるが、広告主が広告を出したくないメディア、そこに自社の広告を出すとい
うことで、今度は広告主のほうがやはりそこに対しての不満があるということでクレームになるため、プラットフォーマーは、本当にそこのどちらとものダイヤルをうま
く健全に保つというところがすごく重要になってくると思っている。【検討会第12回／WG第7回・日本アドバタイザーズ協会(JAA)】

 プラットフォーマー的には、このエコシステムの中で言うと、広告主からお金をもらい、メディアに広告を貼る、このギャップというか、利ざやでマネタイズがされ
ているので、安いメディアのほうがもうけてしまうということも現実的にはあると思う。【検討会第12回／WG第7回・日本アドバタイザーズ協会(JAA)】

 トレースが難しいということで、確かに、すごい複雑なカオスマップがあるわけだが、さはさりながら、一本一本の広告については、そのコンバージョンは計測されて、
お金はメディアに支払われて、広告主からはお金を取って、プラットフォーマーは、その一本一本について具体的に把握している。どこにどう流れていったか分
からないというんだったら、お金の払いようもないわけで、お金は左から右に払われているのだから、分からないはずない。だって、最終的に至るところにお金が落ち
ているわけですから、それはおかしいんじゃないのというのが、まず根本的な質問。【検討会第12回／WG第7回・森構成員】

 インターネット上の情報流通の健全性確保については、デジタル広告における広告メディアの信頼性や、市場の健全性確保のためにも重要。広告業界が行う
べき対応策としては、広告の売手と買手の正しい認識と業界を挙げた取組、そして事業者自らの努力によって健全な市場を形成することにあると考える。
【検討会第13回／WG第9回・日本インタラクティブ広告協会(JIAA)】

 広告を配信する先の第三者運営メディア、広告媒体について、偽・誤情報を発信・拡散するような悪質なサイトであった場合に、広告主から当該サイトへの
広告掲載を停止するよう求める通報窓口のようなものがあるのか。通報後の対応フロー、実際の通報件数、対応した件数などの運用状況について差し支
えない範囲で御教示いただきたい。【検討会第14回／WG第10回・落合構成員】
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